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今週のキーワード ① 法 令 遵 守 ② 社 会 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 促 進 ③ 地 域 と の 共 存 を

目 指 す ④ 環 境 保 全 へ の 寄 与 ⑤ 顧 客 の 信 頼 を 獲 得 す る ⑥ 取 引 先 と の 信

頼 関 係 の 確 立 ⑦ 従 業 員 の 自 己 実 現 へ の 環 境 づ く り ⑧ 出 資 者 ・ 資 金 提

供 者 の 理 解 と 支 持 ⑨ 政 治 ・ 行 政 と の 健 全 な 関 係 ⑩ 反 社 会 的 勢 力 へ の

対 処  ＊ 企 業 行 動 規 範 対 応 チ ェ ッ ク シ ー ト （ 1MB）  ＊ 企 業 行 動 規 範

対 応 チ ェ ッ ク シ ー ト （ 7MB） が そ れ ぞ れ ダ ウ ン ロ ー ド 可 （ 東 商 許 可 ）

企業行動規範 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

国税職員の異動期の税務調査に異変    
「真夏にも調査しない」は今や昔！ 

 

これまでの税務調査の通説として、７月は全国の

国税職員の人事異動があり、８月は調査先がお盆休

みの時期に入るということで「真夏に税務調査はし

ない」といわれてきた。７月は国税当局の事務年度

初めということもあり、税務調査は６月末までに一

応の区切りをつけておき、７〜８月は前事務年度か

らの持越し事案か、秋の本格的な調査シーズンに備

えた机上調査に力を入れる期間とされていた。 

ところが、数年前から少し状況が変わってきてい

るという。「異動時期に調査の空白期間が生じない

よう、内示日から動くように変えた」と語るのは、

地方国税局の幹部経験もある国税ＯＢ税理士だ。

国税職員の人事異動の発令日は７月10日だが、そ

の１週間前に内示がある。内示段階で自分が動くか

分かるため、残留となった調査官はその日の午後に

は選定済みの調査先に事前通知を発送。早々に調査

を実施、お盆休み前に何件か片付けるのだ。残留組

がこの時期しっかり動くことで、調査の空白期間が

なくなり件数が稼げるという。通則法改正による調

査手続きの見直し等で調査件数が激減しているな

か、１件でも数をこなしたい国税当局にとってこの

“奇策”は無理なくハマり、今は全国に広がってい

るという。「真夏に税務調査はしない」というのは

今や昔。調査件数が減少傾向にあるなか、国税当局

はこれまで以上に念を入れた準備調査に加え、実地

調査もお盆前に数件はこなしている。世の社長たち

も税理士も、認識を改めておく必要がある。 

企業行動規範対応チェックシート発行   
東商、社会的責任対応度を確認しよう 

 

東京商工会議所経済法規・ＣＳＲ委員会は、

「中小企業向けＣＳＲ対応チェックシート～企

業行動規範の策定・実践の信用力向上～」（改訂

版）を発行した。企業経営者が自社の企業活動を

振り返りＣＳＲ（企業の社会的責任）への対応度

を確認することで、企業行動規範を策定・実践に

つなげることを目指すものだ。 

企業は、経営トップから従業員まで法令の遵守

を徹底し、社会の信頼に応えなければならない

し、その義務も背負う。法令の遵守こそ、企業が

あらゆる活動を行うにあたって最低限守らなけ

ればならない“義務”とされる。 

最近、法令違反等の企業不祥事が頻発してい

る。社会的な信用を失うと、経営に大きなダメー

ジを与え、一旦失った信頼を回復するのに大変な

企業努力とコストが必要となる。それは他者の悪

意や恣意行為による“被害的事例”でも広義の損

害は測り知れない。この「企業行動規範対応チェ

ックシート」は企業の社会的責任に関する対応を

確認・推進するためのツールで、社会的責任に関

する国際規格ＩＳＯ26000も念頭に置き、より使

いやすいように改訂された。各社が「企業行動規

範対応チェックシート」にもとづいて自社の状況

をチェックし、自らの企業活動を振り返り、社会

的責任に対する対応度を確認し、改善に向けた契

機となることができるように取り組みやすい工

夫が目につく。 

税務会計 経    営 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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